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最適課税論 
 
n 最適課税問題 
最適課税論とは 
 「	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 」という尺度で
税体系を評価する考え方 
Ø 1970 年代までは、「	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 」が評価軸として強く意識
されてきた。 

Ø 全く異なる政策的インプリケーションを導き出し得る考え方として、税務
当局者に大きなインパクトを与えた。 

 
最適課税論の研究とは 
複数の異なった財やサービス，経済主体に課税する場合に，どのように課税す

るのかを分析． 
Ø  Ramsey(1920)： 最適間接税問題に大きな功績．ラムゼイ・ルール 
  
（復習）消費者余剰 

 

 



（復習）税の超過負担 

 

 
 
超過負担と需要の価格弾力性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



需要の価格弾力性とは 
 
 
 
 
 
ε：需要の価格弾力性 
x0：変化前の需要量	 	 	 	 	 x1：変化後の需要量 
p0：変化前の価格	 	 	 	  	 	 p1：変化後の価格 
 
 
ラムゼイ・ルール：最適な物品税・消費税の税率についての理論モデル 
①	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 の命題 
各財の                      が無視できるとき、各財の税率は自己価格弾力
性に            するように決定されなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 の命題 
各財の補償需要のクロスの価格弾力性がゼロで、それぞれの財の余暇に対する

価格弾力性が等しいとき、労働需要に対する単一課税か、余暇以外の各財に対

する均一税率が望ましい。 
 
 
 
 
 
 



n 効率性と公平性のトレード・オフ 
 
生活必需品は需要の価格弾力性が低い． 
ぜいたく品は需要の価格弾力性が高い． 
Ø ラムゼイ・ルールによれば，ぜいたく品よりも，生活必需品の方が高い税
率で課税すべき． 

Ø 所得水準の低い人が支出全体に占める税負担の割合が多くなってしまう！
（逆進性） 

 
 
n 所得税と自助努力 
高額所得に対する税率の引き下げ 
Ø 所得とともに平均税率（税負担/所得）が増加することが公平性の観点から
望ましい． 

Ø ただし，限界税率（税負担の増加/所得の増加）は減少するほうが望ましい． 
Ø 課税最低限引き下げ 
Ø 法人税の緩和	 ⇒	 受益者負担の原則と納税者意識． 
  


